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〔第一表〕 小零細規模事業所の賃金（胆年*?月•きまって支給する裕与)

5 '〜 29 人 ' . . . . 1 .〜 4 人

箭丹 通 勤 円 住 迅 P3 訃 円 通 勤 FJ #:込円

調 査 産 業 . 総 数

鉱 業

建 設 業

製 造 業

卸売および小売業 
運 輸 通 信 お よ び  
そな他の公益事業 
不 動 産 業

サ ー ビ ス P

11,173(54.2) 11,825(57.4) 8.116 
9,565(42.4) 9,550(42.3) 9,802 

11,330(68.4) 11,566(69.8) 8,880 
10,225(51.2) 10,729(53.8) 7,832 
10,604(56.0) 11,480(60.7) 8,095 
15,252(72.5) 16,053(73.0)11,336 
15,759(73.9) 15,356(75.3)11,495 

( - ) —— （―） ( _ )

7,220(35.0) 8,930(43.3) 5,120 
9,504(42.1) 9,560(42.4) 5,313 
8,137(49.1) 10,185(61.4) 4,040 
7,299(36.6) 8,309(41.6) 5,339 
6,646(35.1) 8,675(45.8) 4,856 

11,834(56.2) 12,255(58.2) 8,688 
12,886(60.4) 14,047(65.9) 9,972 

5,446 ( ― )  8,030 ( ― )  3,8iO

資料. 労働省「每月勤労統許乙調直」荩び「特別調査」

1 ) 力ッコ内は5 0 0 人以上を1 0 0 とした場合の比率 

-2)調査摩業総数には建設業およびサ ー ビス業を含まな い

所得階級 
(年間) 総数

5 万円
未満

5 万円 
1

10未滿

10万 
1

15

15歹 

20

20万

25

25万 
1

30

30万 
1

40

40万 50万 
1 1 

5 0 以上

実 数
(万人）

1,839 237
12.9

469
25.5

357

19.4
235

12.8
183

10.0
119
6.5

122
6.6

70 44 
3.8 2.4
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100.0 100.0 100.0

14.5 5.9 4.2

29.5 91.9 98.6

55.9 2.9 0.5

総 数

業 主

厘 用 者  

家 族 従 業 者

1956 1950 1951

100.0 100.0 100.0

25.7 15.9 7.0

41.8 82.1 90.8

33.1 1.9 0.2

資 料 I .  L .  0 .  Y e a r  B ook  1956. 0 本 ；「労働力調査」挪 6 年 ,9 月分•，賴 企 画 庁

. 景気変動と就業擀造第三部統•許資料よりo ハ •
- .■ぐ *

100.0 100,0 100.0

33.5 19.8 8,3

49,5 . 78.7 89.6

16.9 1.5 0.1
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あ
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者
の
金
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ま
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す
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る
こ
と
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さ
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。
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質
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^
^
力
を
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保
しよ
ぅ
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す
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大
企
業
群
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需
要
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が
、.労
働
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合
の
賃
上
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争
と
併
行
し
て
、
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金

格

差
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ま
す
ま
す
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て
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く
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ロ
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い
て
は
こ
れ
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で
の
諸
研
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に
お
い
て
ほ
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確
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め
ら
れ
た
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あ
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。
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均
賃
金
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準
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こ
の
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を
水
準
の
向
上
に
伴
？
て
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し
て
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金
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ら
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§
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労
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を
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に
圧
迫
す
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と
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ぅ
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循
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あ
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0
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も
し
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0
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こ
ま
で
も
低
卞
せ
ざ
る
を
得
な
い
で
あ
ろ
$

0

.

.

賃
淦
変
動
と
就
業
撺
造㈠
 

.
，

そ
の
第
二
は.、
よ
り
重
要
で
あ
る
。
現
実
で
は
第
一
の
点
の
み
で
賃
金
ば
ど
：
 

こ
ま
で
も
低
下
し
て
行
く
も
の
で
はな
く
、
そ
の
過
程
に
お
い
て
、
零
細
自
営 

_

業
主
の
発
生
と
、;自
家
労
働
力
へ
の-
就

業
.

(

家
族
從
業
者)

増
加
が
生
じ
る
。

,

あ
る
水
準
の
自.家
生
産
力
.(

農
業
、:'
あ
る
い
は
商
@

を
有
す
る
家
訏
で 

は
、1

定
水
取
以
下
の
需
要
側
か
ら
呈
示
さ
れ
た
賃
金
に
f

る
よ
り
は
、
む 

し
ろ
自
家
労
働
に
従
事
す
る
方
を
選
び
、
彼
等
は
雇
用
労
働
市
場
が
ら
脱
退
す 

る
：で
あ
ろ
ぅ
。
家
計
の
自
家
生
産
力
水
準
が
序
列
的
に
層
を
な
し
て
い
れ
ば

、
：. 

あ
る
一
定
の
賃
金
水
準

(

労
働
条
件
を.
含
め
てy

:

以
下
で
は
麻
募
す
る
労
働
力 

を
冃
o

け
る
’こ
と
は
で
きな
く

な

る

。

同
時
に
発
生
し
た
自
営
業
主
自
体
の
低 

賃
金
労
働
力
の
需
要
競
争
へ
の
参
加
は
、
市
場
賃
金
率
の
最
下
限
令

一

定
水
準 

に
止
'め
て
、
，そ
れ
以
下.の
成
立
を
阻
止
す
る
作̂
を
%'
■
つ
。

.

以
上

ニ点
を
綜
合
す
れ
ば
、
最
低
水
準
の
雇
用
労
働
者
群
と
、
末
端
の
零
細 

自
営
業
へ
王
群
の
相
補
的
存
拒
が
、
家
族
従
業
者
の
動
き
と
共
に
、
市
場
賃
金
格 

筆
の
最
下
限
を
規
定
す
る
と.い
ぅ
メ
カ11.

ズ
.ム
.を

察

知

す

る

；
こ
.
.と
が
で
き
る
。

Z

 

.以
上
の
考
察
は
こ
の
稿
の.基
本
的
な
分
析
の
方
向
を
示
し
て
い
る
。
以 

下
の
統
計
分
析
の
大
部
分
は
、
.
こ
'の
賃
金
の
最
下
限
を
形
成
し
て
い
る
労
働
者

群
の
性
格
と
、
そ
の
.変
動
要
因
を
分
析
ず
る
こ
，と.
.に
あ
る
と
.
.い
フ.
て

差

支

え

な.

、

°

..
 

.
 

:

.

 

-
 

■

:

I
す
で
に
わ
が
国
资
働
カ
構
造
の
.
特
質
を
杷
掲
ず
る
た
め
、
；0
CD
,
-最
下
限
グ
ル 

—

プ
の
敫
働
カ
に
着
目
ボ
次
分
析
が
、佐
々
木
孝
男
氏
、
梅
村
又
次
氏
、
：窘

企

，
 

画
庁
経
済
研
淹
所
雇
用i

 

-
l

ッ
ト
.

(

社
教
、
佐
：々
木
、
中
村)

、
小
尾
恵
：一
郞
氏 

等
の
諸
研
究
に
よ
？
て
、
'
相
次
い
で
発
表
さ
れ
た(

巻
末
文
献
⑶

⑷
(6
)

(B
)

f9
)

)

0
.

.

,
 

ー
ー
七;,
S

七̂



〔第 五 表 〕

業主所得階層別非農林業自啻業主数（就業榴造签本調盗）（単位千人）（1956. 7 月）

年 額

40,000^® 
40,000〜 80,000"

80,000〜160,000グ
160,000〜240,0 0 0 " 
240,000〜320,000" 
320,000以上

4762
406

803
1354
828
644
716

平均所得 192,000

〔第六表〕 農•非農従業員数別仕事が主な自営業主（s o年3 月y (単位万人）

1 人総 数 2 〜 3 人 4 〜 5 人 6 人以上

58
1

47
6

水
本

業
’
業

'林

林
.

農

農

非

84
199

337
202

151
47

9
28

資料労働力調蜜臨時調査  :

* 従業員数不詳を含む。

〔第七表〕 世帯主が非農林自営業主（又は家族従業者）の家計

抵帯数
平均世 

帯人員
総収入 有業人員 有業率

非 核 有 業 者 家

家従率 象壯外被 
雇用者率

家+ 雇

総 数 3,718 4.7 21.7 2,1 0:45 0.154 0.066 70.1
〜8千未猫 433 2.9 5.2 1.3 0.45 0.309 0.178 63.5

8〜16 1,266 4.2 11.7 1.7 0.40 0.513 0.417 55.0
__16 〜24 823 5.0 19.3 2.2 0.44 0.647 0.587 52.2
24 〜32 560 5.5 27.3 2.5 0.45 0.770 0.840 47.8
32ん 40 239 5.9 35.0 2.9 0.49 0.820 0.980 45.3
40〜 396 6.5 — 3.1 —— ■------------ ' —— , • ' ■

⑴ ⑵ ⑶ ⑷ (5) (6) (r) ⑶

賃
金
変
動
と
就
業
樽.造
：㈠

• 

.

.

.
•:
. 

: 

• it-

ま
た
第
五
表
に
よ
る
と
、
業
主
所
得
が
' 

年
額
一
六
万
円(
月
額
約
ー
万
ニ
千5
3 

程
度)

未
満
の
も
の
が
、
全
業
主
の
約 

六
〇
％
を
し
め
て
い
る
事
実
、
お
よ
び 

資
料
出
所
お
よ
.び
調
査
時
期
は
異
な
る 

が
、
第
六
表
を
見
る
と
三
〇
年
三
月
現 

在
で
農
林
業
、王
の
七
三
％
、
、非
農
林
業 

主
の
八
四
％
ま
で
が
、
従
業
員
規
模
四 

人
未
満
の
も
の
で
あ
るこ
と
は
、
自
営 

業
主
群
の
大
部
分
が
、
単
独
主
か
、
あ 

る
い
は
家
族
双#

^

の
^

_

カ

罾

趴

の 

下
に
、
家
族
释
営
を
基
調
と
し
た
零
細 

業
主
で
あ
る
こ
と
を
示
し
て
い
る
。
こ 

の
よ
う
な
零
細
規
模
で
は
業
主
所
得
の 

.み
で
も
.
つ.V

家
計
支
出
を'ま
か
な
う
.こ 

と
は
不
可
能
で
あ
る
か
ら、.
当
然
、
他 

の
世
帯
員
の
破
入
を
必
要
と
す
る
で
あ 

ろ
う
。

第
七
表
は
、'
総
業
主
.の
う
ち
、
：
世
帶.
... 

主
^ ，
P

営
業
、

B
K

又
は
家
族
従
業
者)

で 

あ
る
家
計
.(

以
下
、
自
常
業
主
家
許
と 

'

呼
ぶ)

(

の
総
収
入
醫
別
の
家
計
非
核

一
—-九 

S

 

九)

〔第四表;] •

⑴就業状態 i 従業上の地位別有業者（単位千人) (195Q牟7 月）

総 数 . 自営燊主 家族從業者 雇 用 者

農 林 業 16,095 5,769 9,599 726

非農林業 23,727 4,762 ■ 2,024 16,941

⑵ 仕事が主なものにづいての有業者（1956年7 月')
' . . . . .

ト 数 卿者

農 林 業 11,987 5 , 2 2 1 1 2 5  5,096 6,122 644
(100) (2 .4) (97.6)

非農林業 21,802 4,217 919 3,298 1,188 16,397
j j (100) (21,8) (78.2)|

資料就業構造基本調查上莪

‘ 

.

1

ニ

八

ベ

ニ

八

)

,

v

贝
.

非
農
林
業
自
営
業主
家
計

の

，

务
働
力
構
造
と
そ
の
资
動.

⑷

就

藝

造

基

本

謹

ぬ

よ

れ

ば

、
わ

が

国

喜

業

主

総

数

(

仕
事
が
主

な
も
の)

は
、
三f

年
七
月
現
往
、
.

約
九
五
〇
万
に
達
し
、
そ
の
ぅ
ち
、
五
ニ 

I

一
万
が
農
秫
業
、
四

T
f
t

ー
方
が
非
農
秫
業
主
で
あ
る
。.
し
が
も
農
称
奢
営
業 

の
九
七
.

力
％
#

«

双
罾
、3£
の
七
八
‘ 

ニ 
％
が
雇
用
者
な
し
の
業
主
で
あ.り
、

'

>-
>

れ
ら(

の
諸
研
统
は
景
気
の
短
期
的
な
変
動
に
麻
じ
て
、
労
働
力
’と
非
労
働 

力
の
間
を
i

す
一
る
労
働
力
層
の
性
格
分
析
に
重
点
を
置
い
た
も
の
と
思

わ

れ
 

■る
。
そ
の
"い
ず
れ
％
、.
こ
の
.労
働
力
層
の
構
成
分
子
，
と

そ
の
周
辺
を
、，
一@

に 

お
い
て
女
子
労
働
办
、
他
面
に
私
い
'
て
家
族
従
業
者
群
の
存
在
に
求
め
，て
い
.る 

点
に
お
い
て
盡
し
て"
い
る
。
 

、

:

本
稿
に
お
.い
て
も
、
賃
金
最
下
限
労
働
力
の
構
成
分
子
を
上
記
所
説
の
線
に 

求
め
て
V

る
こ
と̂

変
り
は
な
.い
。
た
だ
、'
こ
こ
で
は
、i零
細
自
営
業
主
家
計 

の
構
造
と
家
族
従
賺
の
変
動
を
、
賃

金

(

あ
る
い.
は
賃
金
率)

と
の
関
連
に 

お
い
て
と
ら
え
■よ
ぅ
と試
み
る
。
そ
の
意
味
で
、•
こ
の
稿
の
分
析
は
、
上
記
諸.
 

研
究
よ
り
は
、
相
対
的
に
長
期
的
な
就
^
^
造
の
変
動
に
着
目
し
て
い
る
も
の 

と

い

え

よ

ぅ

。

 

-
•

ま
た
、
こ
の
稿
に
お
け
る
自
営
業
主
家
計
の
変
動
分
析
に
お

.
い
て
'
は
、
そ
の 

範
囲
を
主
にf

称
業
主
：に
限
定
し
た
。
.
農
i

主
家
計
に
.つ
い
て
は
今
後
の 

研
淹
に
ま
た
ね
ば
な
ら
な
：；
。
し
た
が
っ
て
、
こ
こ
で
の
分
析
に
お
け
る
農
業 

の
位
置
は
、
ほ
ぽ
並
木
正
吉
氏
の
所
論
に
従
.
っ
て
.い
る
と
考
え
ら
れ
る
。
.換
言 

す
れ
ば
特
に
戦
後
に
お
い
て

「

農
業
は
潜
莅
失
業
の
温
床
で
は
な
く
、
し
た
が 

.
っ
て
$

矹
期
に
お
け
る̂

_

カ
の
員̂

へ
の
還
流
は
微
少
で
あ
る

」

と
め
.前
提 

に
立
っ
て
い
る
。
か
く
し
て
、
最
初
に
農
村
か
ら
年
々
排
出
さ
れ
る
労
働
力
群 

を
前
提
と
し
、
そ
れ
ら
を
含
め
て
労
働
市
場
に
お
け
る
就

1

得
競
争
が
、

一
 

方
.に
お
い
て
、
最
低
賃
金
労
働
者
群
を
形
成
し
、
他
方
に
お
い
て
家
族
従

^

^
 

群
と
な
る
市
場
の
機
構
に
着
目
し

K

い
る
。



〔第八表〕 非農林業世帯主が業主家訐

家族従業者 
業， 主

⑴ ^ -

雇 用 者  
家族従業者

且 2/

無業者 
有業者 

(P)(14歳以上） 

(ィ) «

3 1 今; 7 月

與 ％ 子 
きまって支給

W /

女 子  

きまって: ^

W ,
卸 売 

小 売

1 0.68 0.64 0.36 21,061 8,992 ' - 17,652
2 0.71 0.50 0,38 15,301 7,408 11,020
3 0.70 0.63 0.33 18,960 8,526 14,191
4 0.49 0.94 0.37 16,914 8,261 15,505
5 0.58 0.79 0.36. . 17,362 7,505 15,027

6 0.57 0,70 0.35 13,889 6,480 10,710
7 0.66 0.64 0.36 1 16,966 7,378 14,046
8 0.73 0.38 0.33 16,938 7,184 19,467
9 0.63 0.64 0.32 16,423 7,143 14,272

10 0.53 0,72 0.34 16,492 6,379 12,251

11 0.52 0.88 0.33 17,333 6,711 14,195
12 0.66 .0 .4 9 0.31 17,393 8,559 • 12,119
13 0.37 1.35 0.40 22,301 10,202 26,336
14 0.46 1.09 0.37 22,509 9,569 21,526
,15 0.64 0.70 0.32 16.742 6,859 14,954

16 0.53 0,88 、 0.36 17,643 7,642 15,620
17 0.55 0.85 0.31 17,262 7,198 23,834
18 0.60 0.58 0.31 15,237 6,551 15,260 .
19 0.51 0.78 0.36 14,960 6,617 11,570
20 0.57 0.65 0.30 16,696 7,113 8,585

21 0.54 0.75 0.32 16,522 7,498 11,850
22 0.57 0.94 0.3B 18,321 . 7,168 17,472
23 0.58 0.75 0.34 17,645 7,727 21,126
24 0.63 0.45 0.32 17,591 7,991 11,573
25 0.62 0.52 0.34 15,753 , 7,389 : 16.892

26 0,48 0.93 0.39 20,495 8,919 20,013
27 0.37 1,33 0.40 21,305 9,315 27,427
28 ， 0.45 0.83 0.37 21,322 8,581 21,416
29 0.47 0.78 0.40 17,018 8,452 / 10,170
30

»
0.43 0.87 0.39 17,022 7,295； 8,749

31 0.52 0.54 0,35 14,448 6,847 11,030
82 0.60 0.62 0.29 , 1 5 , 6 7 1 7,030 9,667
33 0.51 0.62 0:30 17,665 7,179 13,297
34 0.54 0.59 0.33 18,766 7,596 12,776
35 0.51 0.65 0.35 18,897 8,670 12,180

36 \ 0.49 0.61 0.35 14,550 7,234 13,419
37 0.48 0.58 0.34 16,077 7,478 16,219
38 0.57 0.47 0,34 17,651 7,244 11,925
39 0.43 0.67 0.35 15,239 7,388 13,643
40 0.39 1.19 0.37 20,827 9,189 17,869

41 0.58 0.64 0.34 17,506 7.733 13,229
42 0.59 0.64 0.32 18,434 8,638 18,930
43 0.57 0.61 0.33 17,380 7,710 13,011
44 0.49 0.54 0.34 16,070 7,643 10,407
45 0.49 0.77 0.3B 16,788 8,081 11,022
46 0.54 0.60 0.28 15,938 6,992 10,398

賃金構造基本調査

賃
金
変
動
と
就
業
梆
造.
㈠
 

.

/
 

\
 

三 

一

:(

三

I
.
)

の
赞
働
カ
檝
成
を
！

K

し
て
い
ふ
。(6
>

£

欄
を
み
れ
ば
、.家
族
従
業
者
率
、
家
計 

用
者
率
は
増
大
し
、
そ
の
結i

計
総
収
入
が
増
大
し
へ
て
い
る
こ
と
を 

17K
し
て
い
る
#

、
興
味
深
い
事
実
は
、
_

に
示
さ
水
て
い
る
通
り
、
非
核
労 

働
力
の
う
.ち
、
所
得
の
増
大
と
併
行
し
て
、
家
族
従
業
者
.の
比
率
が
減
少
し
て 

い
る
こ
と
で
あ
る
。
こ
こ
で
は
非
農
称
業
主
家
計
の
取
入
僧
大
が
、
家
計

；
^

 

雇
用
者
に
大
き
く
依
存
し
て
い
る
と
い
う
事
実
に
着
目
し
て
、
た
と
え
世
帯
主 

(

家
計
の
経
済
的
中
心
者

)

；が
業
主
で
あ
ろ
う
と
も
、
，
自
家
生
産
力
の
み
で
は

. 

家
針
を
維
持
で
き
な
い
：ほ
ど
i

な
業
主
が
多
い
と
い
う
事
実
を
指
摘
し
て
お 

.
く
。
こ
の̂

^

は
、
：後
節
で
ー
の
，
べ

ら

れ

る

通

り

、

'

雇
用
市
場
.に
お
け
る
最
下
限 

低
賃
金
グ
ル
ー
プ

の

蕩

者

群

が

、
こ
の
業
主
家
計
構
成

.員

の

非

核

^

働
力
と
ノ 

強
い
代
替
関
係
に
あ
る
こ
と
と
密
接
に
麗
し
て
い
る
。

'

.
_(p
)

.

観
察
さ
れ
た3|
?

実
.

.

第
八
表
は
、

一
九
五
六
年
三
月.に
行
か
わ
れ
た
就i

造
基
本
調
査
に
ょ 

り
> 

世
帯
主
が
非
農
林̂
2

^

業
主
家
計
世
帶
員
ひ.就
1

造

を

■

-

3

 

M

i

l

^

 
.

—

I

 

簿

マ 
^

s

i

i

i

 

■

.

、
S1

經

hr
l

l

歸

,

b

.

1

.

Co) 

T

な

る

傷

：で
と
ら
え
、

一
方
、
地
域
別
市
場
賃
金
水
準
を
、
労

働

墓

月

勤

労 

者

缺

計
.

(

地

方

調

査

)

.

.
ょ

り
 

,

,'
h

g

a

i

 

-
■
■ 

■ 

-

.

?

=

外
^

,

岭
叫
-

p
rA
^

f

^
-v
w

^

^

.
多

=

 

•

、J
ノ
激
'

、、

.

で
も
っ
て
代
表
せ
し
め
た
も
の
で
あ
る
。
：周
知
0

ょ
う
に
> 

毎
勤
統
計
は
、
彐 

,

〇
人
以
.土
事
'業
所
に
調
查
対
象
が
限
ら
れ
て.い

る

が

、
；
毎

年

の

都

道

府

^

^

金 

産

業

賃

金®

;

に
関
し
て.は
と
：
の

統

計

以

外

に

代

表

的

な

も

の

が

な

い

"

そ
の 

他

の

も.の
：

A
J

し
，.て
製
造
.工
業
の
み
に
関
し
て
い
え
ば
、
工
業
セ
ン
サ
ス
の
現
金 

給
与
支
私
，議
を
採
用
し
う
る;'0

ま

た

、

サ

ー

ビ

ス

業

に

関

し

て

は

、

昭

和
三 

.

一
ー
年
七
月
調
查
総
理
府
統
計
局

_「

^

業
所
統
計
調
査
報
告

」

が
あ
.る

。

■̂

世
帯
主
が
非
農
林
業
家^-
で
は
、
有
肇
パ
は
ど
の
ょ
う
な
変
動
を
す 

る
^
.
で
あ
ろ
う
か。
':
;

.
一.

一 ,1.14

頁
の
第
I

I

I

囪
は
、
：
縦
軸
に
佘
暇
率
ろ
籍
に
市
場
賃
金
率
を
、 

澳
子
賃
金̂

で
代
表
せ
し
め
た
相
関
図
で
あ
り
、
第
1

丨
2

囟
は
、
同
じ
く
佘 

暇
率
冗
を
女
子
賃
盛
库̂

と
相
関
せ
し
め
た
も
の
で
あ
る
。

申
す
ま
で
も
な
く：

'

l

l

z

=

x

は1

四
歲
以
上
世
帯
員
に
占
め
る
有
,

を
表
わ
す
。 

こ
の
両
図
か
ら
次
の.こ
と
が1'
え
る
。

.

,

観
刺
事
実
⑴
.

r

市
場
賃
金
水
準
の
高
い
地
讀
で
は
、
i

業
主
家
計
の
非 

核
有
業
率
は
、

一

般
的
■に
低
い
。

」

す
で
に
こ
れ
ま
で
の1

.で
勤
労
者
家
計
に 

つ
.い
て
は
、.S

家
計
核
賃
金(

収
入)

が
高
い
ほ
ど
、
_
ま
た
的
非
核
に
呈
示
さ 

れ
た
賃
金
率
が
高.い
ほ
ど
'
家
計
非
核
有
議
は
減
少
す
る
と
い
う
事
実
が
確 

認
さ
れ
て
き
た
が
、
そ
れ
に
対
疮
し
て
こ
め
観
測
囊
⑴
の
内
容
は
、
非
農
称
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世帶主が非農林業，自営業主家許の非核赍働力の榴成
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業
自
営
業
主
家
計
の
労
働
供
給
機
構
を
示
す
%■

の
で
あ
る
。
勤
労
者
家
計
に
つ 

_

 

.

い
て
は
、
統
計
局
家
計
調
査
デ
ー
タ
に

よ

り

、

家
計
単
位

の

‘
^

料

が

得

ら

れ

た 

が
、
非
農
林
業
息
呂
業
主
家
訐
に
つ
い
て
は
、
そ
の
労
働
供
給
面
に
関
す
る
资 

|

,料
が
存
在
し
な
い
，
0
L (

赞
働
需
要
词
に
関
し
て
は
、
た
と
え
ば
、
商
業
セ
ン
サ
ス 

や
、
商
工
業
個
人
八
止
業

i

查
や
、
中
小
企
業
綜
合
基
本
關
査
報
告
書
等
が
あ
る

。)

 

第
I

丨
1

因
、
第
I

丨
2

図
は
、
都
道
府
県
単
位
に
集
計
さ
れ
た
デ
ー
タ
の 

.

:

.
平
均
で
あ
る
が
、
地
域
毎
に
業
主
の
規
模
分
葙
も
、
：
業
種
内
容
の
構
成
も
大
い 

尋

に

異

な

っ

て

い

る

に

も

か

か.わ
ら
ず
、
な
お
か
つ
、
雇
用
市
場
に
お
け
る
賃
金 

o
 

I

水
準
と
、
有
意
な
相
関
を
も
マ
て
い
る
。
以
下
こ
の
変
動
の
構
造
的
内
容
が
検 

颂

.
:;
-

討
さ
れ
る
。

.

:

へ

- 

'

観
測
事
実
(1
1

)

:「

1

業
主
家
計
非
核<0
.
有
1

、
t

た
は
余
暇
率
は
、
市 

.
/ 

'場
男
子
賃
金
よ
り
も
、
女
子
賃
金
_
に
強
く
影#

さ
れ
る
ら
し
い
。.「 (

第
1

1

1
. 

I
.

 

一
■:
■
•

因
、
第
1

丨
2

因
の
相
関
係
数
へ
の
比
：較
。

)

こ
の
事
実
は
、
喜
業
主
家
計
内
の 

"

.家
族
従
業
者
の
変
動
に
関
し
て
女
子
勞
働
カ
の
動
含
が
重
要
な
位
置
を
し
め
る 

V
 

,

と
い
：う
こ
とを
物
語
つ
て
い
る
。

■

•
' 

-
:

が

(B
)

"

そ
れ
で
は
、
：市
場
賃
金
が
一
咼
い
地
域
に
お
け
る
有
業
率
繁
は
、
内
容 

卿
：

的に

^

の
.よ
ぅ
な
構
造
を
も
っ
て
い
る
か0

/5，
「

第
正
因
は
’
鼻

業

主

家

齊

に

お

け

る

非

核

蕩

カ

の

構

成

今

市

場

賃 

:

卿

.

‘

率
の
代
表
指
標
と
し
て,
"

男
子
賃
金̂

^

相
関
さ
せ
た
も
の
ー
で
あ
る
。::

ゾ

I
.

:

:

観
測
事
実
ii
i

: 

>

r市
場
率
の
高
い
：地
域
ほ
ど
、

.

®

^
業
主
家
；̂

の
非 

核
労
働
力
構
成
は
、

C

家
計
外
に
雇
用
さ.れ
た
>

'
雇
用
者
の
比
率
が
大
き
い。
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換
言
す
れ
ば
、
市
場
賃
金
率
の
低
い
地
域
ほ
ど
、
へ
家
族
従
業
に
就
業
機
会
を 

得
る
者
の
比
率
が
高
い。」

:

.

(c
)

禪
侧
斟
実
ii
i

は
、
自
営
業
主
家
計
内
の
非
核
労
働
力
の
相
対
：

g

な
構
成 

比
の
変
動
で
あ
っ
た
が
、
こ
こ
で
は
、

一

家
計
当
り
の
家
族
従
業
者
の
絶
対
数 

を
問
題
と
す
る。

.
.

.

第
M

i

l

®

は
家
族従

®
?

数

を一

*

エ
自
り
に
換
算
し
た
も
の
，を、
$

 

賃

金

率(

こ
こ
で
は
男
子
貨
金
队

}

と
相
関
さ
せ
た
も
の
で
あ
る
が
、
殆
ん
ど 

無
,

関
に
近
い
。(

r
=
—
0

co1
2
)

■

そ
こ
で
、，
家
族
従
碧
数
を
男
子
と
女
子
を
分
離
し
、
_ま
た
農
業
を
別
と
す 

れ
ば
零
細
®

営
業
主
が
、
'第
三
次
産
業
に
集
中
し
て
い
る
と
い
ぅ
事
実
に
着
目 

し
て
、
第
三
次
産
業
に
属
す
る
家
計
群
で
'

斡H
^

酣
綁
效
铺
薛
雜
錄
燁

(

外
屮)

才

:

'

镀
II
I

涔
胁
1

阶
册
瞵
1

肿

燁

I
卜
。

骑
|1
1

涔
酿
滕
效
漭
辞1

餘
燁(

沏
屮)

4
 

^
0
0
^
0
^
0
^
. 

I
t

を
一
九
五
五
年_

罾
|
|
罾
ょ
り
作
成
し
、
こ
れ
を
市
場
賃
金
率
と
相
関
さ
せ 

た
0

そ

の

結

果

は

#

r

 
零

f

=

0

0

8

r.xf 

"
.
I
S
Q
Q 

:

.
f 

. 

• 

•

で

女

子

の

み

に

，つ

い

て

明

瞭

な

関

係

が

見

ら

れ

た

。

.

第

：C
I
I
2

)

，
因
は
、'
一
家
ft
当
り
女
子
家
族
従
業
者
数
と
、
市
場
女
子
賃 

金
率
と
の
相
関
因
で
あ
る？

'-
:

'

;

賃
金
変
動
と
就
業
櫛
造.
㈠

：

」

観

測

事

実

拎「
(

1

丨
1〕

、
.

(

皿
丨
5

図
か
ら
、
非
農
棘
業
自
営
業
主
家 

計
に
お
け
る
、
男
子
家
族
従
業
者
数
は
、
市
場
賃
金
水
準
と
独
立
で
あ
る
。

.

こ
.の
こ
と
.
は
男
子
家
装
従
業
者
の
,
営
業
主
家
計
内
に
お
け
る
家
計
核
的
存 

.

在
と
し
て
の
地
位
を
，示
し
て
い
.
る
。
多
く
の
場
合
、
男
子
家
族
従
業
者
の
性
格 

は
自
家
営
業
主̂

^

者
と
し
て
の
意
味
を
も
っ
て
い
る
。

.

観
測
事
実
；
5
 

n

家
計
当
り
'
女
子
家
族
従
業
者
数
は
、

市
場
賃
金
水
準 

c

こ
の
場
合
女
子
賃
金

)

.
と
逆
相
関
関
係
に
あ
る
。

」

.

換
言
す
れ
ば
、
賃
金
水
準
の
変
動
に
対
し
、
男
子
家
族
従
業
者
は
非
弾
力
的 

で
あ
る
が
、
女
子
家
族
従
業
者
は
弾
力
的
で
あ
り
、
彼
等
は
賃
金
変
動
に
対
し
、 

非
労
働
力
化
す
る
か
、.あ
る
い
.は
家
計
外
被
雇
用
者
に
転
ず
る
か
の
動
き
を
示 

.

す
。
 

■ 

•

f

f

l

自

営

業

主

家

計

の

労

働

需

給

機

構.

——

家
族
従
業
者
の
変
動
要
因

一

V

.

... 

•

S
,

仮

定

の

導

入

：

 

.

.

•

以
上
の
観
侧
事
実
を
、
次
の
様
な
、
仮
定
の
導
入
に
よ
っ
て
統
一
的
に
解
釈 

し
て
み
よ
ぅ
。

仮

定「

ど
の
相
関
|1

も
、
最
勒
市
場
賃
金
率
が
変a

し
た
場
合
、
自
営
業
主 

家
計
内
部
で
非
礙
の
就
業
耩
造
に.1.
'
か
.な
る
'変
動
が
生
じ
た
か
の
図
式
を
与
ぇ 

セ
い
る
も
の
と
考
次
る
。

」
c

市
場
賃
金
率
を
独
立
変
数
と
考
え
る
。
ど
の

»

_

.

事
実
も
、
市
場
賃
金
率
が
変
化
し
た
後
に
、：
家
計
の
内
部
均
衡
図
式
に
よ
っ
て 

證
各
れ
る
内
生
変
数
と
考
え

W
。

)
'

'::
,

.

:

,

:
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世帯主が非農林業主家舒の家族従業者の変動
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雇用労'働時問  労働投入味問

〔第 九 表 〕
. . .

市場賃金水準 

W

家許外被®用者■- 業主家t 丨'当り 
女子家族従業者 

X

有 寒 率  

/ i = l - Z

総 収 入  

X
家族従業者 

Y

増大 t 増大个 減少 4 減少 1 增ヵfllv  ,

減少 i 減 少 ふ ' 増大个 増大 t
減少 i
，あるい、
人は保合ノ
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(

三
六)

非
労
働
力
化

)

す
る
。
そ.の
結
果
、
家
計
総
収
入
は
以
前
ょ
り
も
増
大
す
る
。 

賛
金
率
が̂

-

ず
れ
ば
そ
の
逆
の
霊
を
迪
る
。J 

K

■. 

'

■■

へ
こ
れ
ら
の
経
験
的^

実
に
対
しr

最
初
に
業
主
家
計
非I

働
力
め
変
動
を 

_

自
律
的
立
場
か_

ら
説
明
1>

ぅ

石

有

楚

、
作
業
仮
瞬
の
導
入
が
必
要
で
あ
る
。 

次
項
以
下
は
、：
業
主
家
計
の
宸
用
布
場
に
対
す
る
労
働
カ
需
要
供
給
両
面
の
行

.
撒

琪

実
1>

か
ら
5

ま
で
の
結
果
は
次
の
ょ
ぅ
に
要
約
さ
れ
る
。

■

11
7
-

場

霊

率

忍

高

ぃ

地

域

で

は

、
.
.低
ぃ
地
域
に
比
べ
て:

;

⑴

非

農

称

業

自

営

業

、安

家
斯

£

の
非
核
有̂
1

*
は
相
対
的
に
減
少0

⑵

そ
の
非
核
有
i

の
構
成
は
：、
家
族
従
業
者
ょ
り
も
家
計
外
雇
用
者
の

し

:

M

比
率
が
高
い
。
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少
る
保
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当
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へ
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変

動

に

お

..'い
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減

少

傾
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率
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。
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従
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•
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核 
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的
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在
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ら
れ
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れ
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デ
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タ 
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対
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ぁ
？た為
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敢

.

■

断
面
分
析
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用
ぃ
た
が
、
こ
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地
域
間 

八

；

女

：
：

.

.

賃
金
水
準
の
変
動
を
、
時
間
的
変
動
と 

T

I

者

:

解
釈
す
れ
ば
、
第
九
表
の
ょ
ぅ
な
動
的 

1

«

Y

'
:

^

'

W
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a)

変
動
図
式
を
考
え
る
こ
と
が
で
ぎ
る
。
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働
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外
か
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呈
一
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用
者
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同
時
に
、
全 

T

一
 

体

ど

し

て

有

議

は

減

少(

労

働

力

.め

動
図
式
が
考
察
さ
れ
る
。

 

を
s

盛
る
こ
と
が
で
き
る
。
第¥

因
は
、
第
¥
図
を
右
侧
面
が
ら
見
た
場
合
の 

CP
)

S

L

営
業
生
産
活
動
の
た
め
の
労
霧
要

(

非
労
働
力
の
労
働
力
化

)
.

生

産

力

摟

を

示

す0;
こ
め
囟
で.げ
：を
原
点
と
し
て
み
れ
ば
、
横
軸
は
収
人
I

、 

自
営
業
主
が
一
定
の
資
本
投
入

(

店
舗
の
広
狭
、
土
地
、̂
備
、
そ

の
他
の

.

縦
軸
は
余
暇
をl
TK
i-
-

と
と
.
に
な
る
か
ら
、
同
時
に
こ
の
図
の
上
に
、
所
得

—

余 

固
定
資
鹿)

の
も
と
に
生
産
活
動
を
行
な
お
ぅ
と
意
図
し
た
場
合
を
考
察
し
ょ
，

暇
の
邏
好
場

'を
.画
<;
/

;

こ
>,
.
が
；
で

き

る

。

効

用
.

(

指
標)

は
右
上
方
に
行
く
ほ
ど. 

ぅ
。
次
の
図
式
は
、
義

業

、
非
震
業
を
間
わ
ず
、
自
営
業
主
の
生
産
活
動

 

' 
氟
い
。(

u

a

u

a
ss
f

:

:

:)

こ
.
の
：条
件
の
下
に
お
い
て
は
生
産
カ
農
0

«

•

を
あ
ら
わ
し
て
い
る
。
'

‘

：

に
無
差
別
線
が
接
す
る
5
,点
£

い
て
最
大
効
用
が
達
成
さ
れ
、
最
適
経
営 

第
¥
図
は
横
軸
に
労
働
投
入
時
間
/1
-/'
縱
軸
に
所
得'(

収
入
、
生
產
高

)

I

.

^
■
は
0
、0
、
な
る
取
入
額
に
定
ま
り
、
家
^

^
働

は
0
£
;
.
時
間
だ
け
投
入
さ 

を
m
盛
り
、
所

得

稼

得

農

：

.

(

生
靡
力
曲
線

〕

を
画
い.た
も
の
で
あ
ふ
。
も

し.

れ
る
c

:,
.
.
.
v 

.

必

栗

労

働

力

の

す

べ

.
て
を
、
'^

働
者
を
雇
用
す̂

こ
と
に
ょ
っ
て
、
生

産

活

動,

.

も
し
も
、
資
本
役
入
の
増
加
新
技
術
の
導
入

(

た
と
ぇ
ば
農
業
に
お
げ
る
耕 

.を
行
な
ぅ
場
合
、
彼
が
望
ん
で
い
る
質
の
労
働
者
を
、
需
要
す
る
た
め
に
支
私

.

耘
機)

あ
る
い
は
製
品
市
場
歡
の
上
昇
等
の
原
因
に
ょ
っ
て

(

§

)

'
生
産 

.

わ
ね
ば
な
ら
ぬ
市
場
賃
金
率
を
！
^

，
線
の
沟
配
で
与
ぇ
る
と
す
れ
ば
、
生

産

性

が

上

昇

す

れ

ば
.>
:
生
産
カ
曲
線
は.
.0
:

;

8

.

か
ら0

B

 (

德

：に
変
位
し
、
家
族 

力

農

0
B

と
賃
金
率
線A

A
、

の
接
点
&

.

で
収
入
極
大(

«

0

が

得

ら

労

働

投

入

時

間

は:'0
E

,-

に
減
少
す
る
。
換
言
す
れ
ば
、
，家
族 

.
れ
る
か
ら
、,懿

時

間

，§

で
示
さ
れ
る
労
働
カ
を
雇
用
し
、
藝

規

模

を

.

'.

力
化
と
：い
う
現
象
が
生
ず
石
だ
ろ
ぅ
。

:

生

産

額
0

0

め
水
準
に
矩
め
る
で
あ
ろ
ぅ
。
;:
'
.

こ
.

の
簡
単
な
図
式
で
は

——

景
，

• 

H

家
族
従
業
者‘
の
変
動
機
構(

非

靈

カ

ー

家

族

従

業

者

丨

雇

用

、霜

力
 

気
の
波
に
疮
じ
て
そ
の
質
の
労
働
者
の
賃
金
率
が
上
昇
す
れ
ば
、
経
営
規
模
は

 

化
、
の
：関
係)

'

縮
小
し
、
逆
に.
下
落
す
れ
ば
、
経
営
規
模
を
拡
大
し
て
、
労

要

を

！

せ

 

I

定
の
生
産
力
曲
線
を
も
つ
業
主
家
計
.構
成
員
に
外
部
か
ら
呈
示
さ
れ
た
賃 

し
め
る
で
あ
ろ
ぅ
こ
と
を
示
■し
て
い
る
0

'
. 

金
率
を
双
と
す
る
。̂

が
高
く
な
：れ
ば
家
族
従
業
者
は
、
外
部
雇
用
労
働
へ
転

.

1

方
、
こ
の
ょ
ぅ
な
生0

カ
農
を
有
す
る
自
営
業
主
が
、
生

産

に

必

要

な

化

す

る

で

あ

ろ

5

し
、
逆
に
、
外
部
賃
金
率
诃
於
余
り
に
低
け
れ
ば
、
雇
用
労 

■

力
の
ず
、、へ.て
を
、
自
己
.の
家
計
構
成
員
に
求
め
ん
な
ら
ば
ど
こ
に
ク
C.

の

規

働

者

と

な

る

よ

り

は

：、
、
自
家
生
産
に
従
事
^

て
、
家
族
従
業
者
と
な
る
で
あ
ろ
. 

模
を
矩
め
る
だ
ろ
ぅ
か
，。
耩
成
員
の
数
を
^
1
人
と
す
れ
ば
、
理

論

的

に

考

え

ら.
ぅ
。
そ
の
境
晁
賃
金
は
第1

図
で
生
産
カ
曲
線
が
効
用&

線
に
.接
す
る
它
点
の 

れ
ゐ
、
，

T

日
当
り
労
働
投
入
量
の
最
大
時
間
は
、

N
.
X
2
4

時
間
で
，あ
る
か
ら
、

 

'
接
線A

1
、

で
示
さ
れ
る
。1
1

、
で
示
さ
れ
た
賃
金
率
爪
は
こ
の
家
計
構
成
員 

先
の
第
^-

因
に
扣
バ
て’

横
軸
の
上
に
兔
働
投
入
時
間
の
最
大
量
2
4「

^

点
6

の
雇
用
资
働
力
化
に
対
す
：る
最
低
供
給
M

水
準
を
示
す
。

「

こ
の
化
ょ
り
市
場 

'.
..
.
賃
命
変
動
と
就
業
梆
造

㈠

リ

;■

,

,

.

.三
：七
：

' (

三
七)



〔第 十 表 〕

の家許榧成員に呈 為簡丨総収入|効 m
示された市場賃金率w 均街点 ， ^

w ^ w a P  点 （T B  0 1

(指擦）I

U 2

(ィ) ；0 汜 ; 業主家族從業者

(労働時問）

B 0  ; 余暇時間

W = W 7

w = w /r

\V 2 W 〃

Q  点 C K I  0 1 ， U 3

Q ，点 O 'D  0 1〃

Q ’- > Q " 減 少 增 加

U 4

(ロ)+ H ;  0 で；総労働時間 

(P) ； 0 ' t> ; 自家労働暗間

(ハ） ; D 0  ; 家訐外雇用労働 

時間

0 B ; 家族從業者の非 

労働力化 

CIO ; 余暇時間

(ホ) ; CVE ; 総労働時間（家許外 
雇用のみで、自家労 
働に従事せず）

E B  ; 家族従業者の非労働 
力化

E 0  ; 余暇時間

. .  第 ) 1 図  ' (

自営業主家訐の労働需給機構の図示（家族労働と雇用労働の代替）

業圭十り 
ぐ家族従業者

家計外被f  
濯用労锄時間'"

雇用労働時間

^ の家計構成員の最低供給価格(Aんの勾配};この水準は 
同時にこの自営業の雇用労働に対する支払能力を示す

A . . . . ； … ..ノ. . _ . _ _ _ ' . ；

QP':市場貨金串上界に伴い 
自家営業 <こ索?t 外から 
労働力を:麗用するのを 
止めて，家族従業者を 
従事さ甘するpath.

J 兗界価格 

、イ 。 ( 支 捭 能 力 vv = W o )
捿金串上昇

賃
金
変
動
と
就
業
樽

造
㈠

：
 

，
• 

m

九

c
m

九)

売上総額

家 族 経 営 に よ る  

収 入 総 額

'収入

余
暇
<::

労
働
時

||
?

|

余
暇
時
{{
!
1

か
ら
皇
！尔
氛
れ
る
賃
金
率
贝
が
低
け
れ
ば
”

と

^
構

成

員

は

自

家

労

働

に

従

亊 

し
、
高
け
れ
ば
外
部
需
要
に
雇
甩
労
働
者
と
し
_

て
疮
藻
す
る
だ
ろ
：ぅ

。

'

.

.

ぺ
こ
の
，間

の

雇

用

労

働

力

と

家

族

従

業

者

の

間

.を

流

通

す

る

層

は

：、
；
#
^
-
资

働 

カ
ゃ
婦
人̂

^

カ
に
そ
の
大
鄯
分
を
じ
め
る
も
の
七
思
ゎ
れ
る
。

:

/

 

.

市
場
賃
金
率
変
動
に
^
ず
る
構
成
変
化
は
次
質
第
十
表
の
よ
ぅ
に
ま
と
め
ら

れ
る
。v
.

v

'

:.-
:

':
:
:
-

,

,

こ
の
図
式
が
％
:
.
:容
易
に
3

雇

用

者

を

や

と

：え

ぬ

«1
:
'
ぅ
な
^
^
_
王
家
計
群 

で
ほ
、

:

.



孚
锞
兮
！bWQ
邻

(
t )

撕t
f-斜

雑
#

V

尊

B

 

|

>

#

麴
#

雜
般
*

辕
I

t
i
:卿

魂

‘

—

.

…

ノ

I

^

^

n

§

i

p

w

^
 

a
)

葬

.

(
t

)

と
い
う
メ
カ-
1

ズ
_

ム_
を
導
出
し
う
る
。
先
に
観
測
さ
れ
た
諸
事
実
は
上
逑
の
よ 

う
な
^
^
を
も
っ
て

い
る

，も

の

と

考
え
ら
れ
る
。

㈡

家
族
従
碧
と
雇
用
労
働
力
の
併
用

c

業
主
の
労
働
需
要
供
給
機

.

®
 

こ
れ
ま
で
の
分
析
は
、
雇
用
者
を
雇
用
で
き
な
い
ほ
ど
の
零
細
業
主
家
計
の 

労
働
供
給
面
の
み
を
分
析
し
て
き
た
が
、
同
時
に
業
主
は
、.
ょ
り
安
い
賃
金
水 

準
の
下
で
、
外
部
か
ら
労
働
力
を
雇
用
し
ょ
5

と
.す

る

労

働

需

要

：の

主

体

で

も 

あ
る
か
ら
、
こ.
の
両
面
の
機
構
分
析
が
な
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

。

.

以
下
の
分
析
は
、

「

業
主
家
計
は
、
；ょ
り
安
い
賃
金
率
で
外
部
労
働
力
.を
雇
用 

し
て
経
営
規
模
の
拡
大
を
は
が
り
、
同
時
に
南
ら
の
家
計
構
戚
員
は
相
対
的
に 

高
い
賃
金
率
で
外
部
に
雇
用
さ
れ
て
、
.家
計
総
収
入
の
増
大
を
は
か
る
と
い
う 

二
重
の
1

を
行
な
？
て
い
る」

と
の
前
提
に
基
づ
い
て
い
る
'

1

.

こ
の
よ
う
に"

こ
の
業
主
家
計
が
、
外
部
に
呈
示
し
て
労
働
カ
を
雇
用
し
夂 

う
と
す
る
賃
金
水
维
と
、
外
部
が
ら
こ
の
家
計
構
成
眞
に
呈
示
さ
.れ
る
賛
金
水 

準
を
は
つ
き
り
と
ぼ
別
し
な
け
れ
ば
な
ら
ぬ
。
次
の
よ
う
に

.記
号
>
を
{
疋
め
る
。

.

:四
0

:
(

四
〇
.
>

第
>1
因
で
は
次
の
：ょ
ぅ
に
な
る
0

.

^

 

:

.
⑴

価

麓
'
1
1广
境
界
価
格̂

に
対
痧
す
る°
へ

：：

^

は
労
働
供
給
面
で
は
务
の
家
醫
成
員
の
最
低
供
給
撰
に
な
る

(

こ
れ 

以
下
办
賃
金
で
は
路
募
し
か
い

)

？
:'
;

他
方
労
働
力
需
要
に
関
し
て
は
、
外
部
労
働
力
を
雇
用
す
る
た
め
：の
最
高
需
要 

が

示

す(

こ
れ
以
上
の
賃
金
率
で
は
、
外
部
労
働
力
を
雇
用
で
き
な

.い)

。

.

.-

.

w

=

=

w

x

>

c

w

o-
:

.

l

lrr

,a
l

^

.

a

^

^

l

mv
H

^

-p)

.

⑵
广
市
場
賃
金
率
と
と.
の
境
晁
德
と
の
関
箱
は
次
の
ょ.ぅ
で
あ
る
0

常
欠

:
'

蒲

證
 

.

W
!K
/

W

1

"

W

が
成
龙
し
ズ'い
'.る
。
：
：
/
:
/

 ̂

.

:

V-
第
邪
园
で
て
と
の
業
主
が
着
乱
し
た
質
の
外
部
労
働
の
賃
金
率
が

^
バ
^

、
 

線
；

L

で
あ
：つ7t
.と
ぎ
，

.-
の
_
は

境

界

麗
0双(

支
払
能
力”
»

、
線)

ょ 

り
下
廻
る
か
ら
、

線
が
無
差
別
曲
線
と
接
ず
名
点

.
0
? 'で
均
飯
点
が
宠
ま 

る
。
す
な
わ'ぢ
.

V

:
ン

響

」
:

0

6.
;

蠢
莫

>*
鱗
ハ
ン 

i

 

:.
.

を
示
し
、
効
用
指
標
はU4
で
あ
る
。.
も
し
、
こ
の
家
計
構
成
員
に
外
か
ら
賃
金

率

が

(
Q
A
、、

難)

が
呈
示
さ
れ
れ
ば
、

一
度
非
労
働
力
化
し
た
家
ft

構
成
員 

は
、
こ
の
窩
い
賃
金
率
に
応
募
し
て
均
衡
点
只
で
ハ
効
用
指
標

^

の
水
维
を
享
：
 

受
す
る
。
こ
の
と
き、
.

0̂

=

0

0+

8
;〉

|

_

诗̂

.

 

V

.,

と
な
り
、
こ
の
と
き
効
用
は
極
大
に
達
す
る
。

.

'.
':

労
灘
而
要
面
で
彼
等
が
自
已.の
境
界
価
袼̂

:

よ
り
も
低
い
7]
<
-
準
の
貴
金
|

」 

を
呈
示
し
て
、
よ
り
安.い
労
働
力
を
雇
用
し
よ
う
と
す
る
事
は
、
第
.一
に
零
細
.， 

寒
王
群
は
自
家
生
産
力
水
準
の
犬
な
る
も
の
か
ら
小
な
る
も
の

.

.へ.
序
列
的
.に
廇.

 ヽ

.を
な
じ
て
存
夜
し
て
い
る
と
い
う
事
実

(

第
五
表
業
主
所
得
階
層
別
非
農
林
自
. 

営
業
主
分
布)

と
、
第
二
に
，
極
端
な.低
賃
金
労
働
者
の
大
部
分
が
零
細
業
至
. 

に
雇
用
さ
れ
て
い
る
と
い
う
靡
実
に
よ
つ
て
、
裏
づ
け
ち
れ
る
。

自
ら
の
業
主 

家
計
よ
り
は
低
い
境
界
価
格
べ
最
低
供
給
価
格

)

.

.を

も

.つ

た

よ

り

零

細

な

業

金

.

.

一
 

家
1

成
員
か
ら
労
働
力
を
賛
い
た
た
い
て
雇
用
し
て
い
る
こ
と
が
推
論
さ
れ

:■ 

る
。
 

V

•

ま
た
、-:.
'

経
済
企
画
庁
経
済
研
蔸
所

「

景
気
循
環
と
就
業
構
造

」

で
指
摘4

れ

' 

た
辦
実
は
次
の
よ
う
で
あ
る
。
.

不
況
期
に
賃
淦
水
準
が
低
落
す
る
と
、
安
い
勞
.

：
*

賃
金
変
動
と
就
業
樹
造㈠

働
カ
を
雇
用.し
う
る
た
め.に
、：
家
族
従
業
者
の
非
労
働
カ
化
が
生
じ
、
逆

に

好

. 

況
期
にf

般
的
な
賃
金
水
準
が
上
昇
す
る
と
、
高
い
労
歡
カ
を
雇
用
し
う
る
支 

私
能
力
を
も
た.ぬ
業
主
家
計
群
で
、
.

非
労
働
力
の.労
働
力
化
.

(

主
に
自
家
労
働 

従
が
生
じ
衣
と
い
う
短
期
的
現
象
は
、
上
述
の
推
論
と

*

さ
に
整
合
的
で’ 

あ
る
。
こ
れ
ら
諸
事
実it
よ
う
て
、
/
以
上
の
業
生
家
計
行
動
図
式
の
現
実
に
対 

す
る
妥
当
性
を
物
語
る
も
の
；で
あ
る
が
、
次
節
で
一
層
詳
細
な
統
計
的
検
証
が

. 

試
み
ら
れ
.る
。
 

,

.

IV
-

零
細
業
主
家
計
搆
成
員
の
労
働
力
供
給
行
動
因
式
.

を
確
認
ず
る
：た
め
：の
統
計
的
観
察

S

,'
こ
れ
ま
で
め
絲
計
资
料
の
観
察
と
、
業
主
行
動
模
型
の

.
図
式
で
地
域
別:

.
 

ク
ロ
ス
セ
ク
シ
:3
ン
デ
ー

タ
に
関
し
次
の
.よ
う
な
こ
と
が
推
論
さ
れ
う
る
。

(i
)

賃
金
率
の
低
い
地
域
で
は
、
，
.

一

家
計
当
り
、
雇
用
者
に
対
す
る
家
族
従 

:

業
者
の
比
率
が
大
で
あ
る0

(i
i

j

賃
金
率
の
低
い
地
域.で
は
、.
業
主
家
計
の
有
肇
は
相
対
的
に
犬
で
あ
'

.つ

る
。

:

.

'

.

'

,(
i

)

/>
g

は
共
に
同一

の
自
家
生
産
力
を
も
つ
、
業
主
群
の
it
'

較
に
つ
い
て
い
え.

る
こ
と
.で
あ
る
が
、
現
実
の
府
県
別
デ
！タ
で
は

、
当

然

地

域

間

に

'お

け

る

業 

主
の
規
模
分
布
が
異
な
っ
て
い
る
。
.
そ
こ
で
次
の
よ
う
な
仮
定
を
導
入
し
.た
。 

,

.

,

「

賃
金
率
の
梭
い
地
域
で
：は
、
相
澍
的
疋
零
細
業
主
群
の
比
重
が
大
き
い
。

」 

こ
の
仮
定
は
、
次
節
：
1

最
_下
既
賃
金
水
準
の
形
成
過
程
/
め
項
で
経
験
的
に 

確
認
さ
れ
る
。

)
J

れ
版
’免
働
市
場M

お
け
一
る
最
下
限
賃
金
水
取
の
形
成
過
程
に
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(1) (2) (3) ⑷ (5) (6) (7) (8) (9) CIO) (11)

蟲丨
知
0.39 0.45 0.45 0.46 0.52 0.48 . 0 . 5 1 0.54 0,48 0.42

0742 |
重
0.41 0.49 0.48 0.51 0.51 0,56 0.40 0.43 0.56 0.55

滋
0.48 |

質
0.44 0.47 0.46 0.58 0.51 0.62 0.58 0,70 0.20 0.53

山
兄

0.57 |
都.、
0.41 0.41 0.43 0.43 0.48 0.52 0.55 0.38 0.47 0.50

大
0.50 i

阪
0.35 0.39 0.43 0.49 0.46 0.47 0.47 0.42 0.41 0.48

兵 
.0.45 |

m
0.41 0.43 0.44 0.44 0.53 0.49 0.54 0.51 0.50 0.45

奈
0.50 |

&
0.38 0.44 0.44 0.49 0.55 0.40 0.38 0.42 0.43 0.38

和 歌 山 
0.52 | 0.35 0.42 0.47 0.44 0.45 0.43 0.53 0.52 0.49 0,53

鳥
P.48j

取
0.44 0.47 0.48 0,51 0.41 0,49 0.49 0.35 __ 0.57

島
0.58 j

极
0.44 0.51 0.50 0.56 0.55 0.41 1.00 _ 0.38 0.53

岡
0,54 |

山
0.44 0.50 0.47 0.51 0.50 0.64 0.55 0.39 -. 0.52

広 _ 岛’ 
0.47 j 0.43 0.48 0.48 0.49 0.49 0.52 0,39 0.46 0.50 0.35
山

0.45 |
P
0,43 0.45 0.39 0.48 0.52 0.52 0.64 0.67 0.43 0.38

徳
0,41|

岛
0.41 0.44 0.45 0.45 0.39 0.51 0.68

：.1 . 
0.38 0,29 0.40

番
0.48 |

川
0.43 0-42 0,46 0,60 0.44 0.44 0.61 0.43 0.43

，愛 
0,41 1 f ：41 0.42 0.50 0.48 0,46 0；42 0.44 0i4B 0.63 0,50

' 尚....知 
0.50 | 0.43 0.45 0.49 0.52 0.47 0.47 0.54 0,65 0.54 0.45

福
0.43 |

岡
0.39 0,41 0.44 0.44 0.56 0.53 0.51 6,38 0.43 0.42

佐. 
0.50 |

賀
0.41 0.41 0.49 0.52 0.43 0.44 0,75 0,23 0.83 0.57

へ 0.45 |
崎
0.42 0.42 0.46 0,48 0,50 ,0,59 0.45 0.55 0.91 0.46

熊
0.44 | 1 , 2 0,46 0-50 0.46 0.52 0,59 0.68 0.53 0.28 0.62
大

0.48 I f 40 0.45 0,48 0,43 0,45 0.59 0.46 0.70 ___ 0,47
官

0.44 |
崎
0.41 0.47 0.51 0.52 0.42 0 4 5 0.48 0.38 ___. 0.38

鹿 贤 島  
0.43 | 0.40 0.49 0.54 0.49 0.51 0.53 0.67 0.68 0.58 0.62
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〔第 十 一 表〕 地域別家針総収入階層別の平均世帯有業率,
■MMnKMBnBaooc,

(1 )
.

(2) (3 ) ⑷ (5 ) (6) (7 ) (8)： (9 ) a o ) (11)

北 海 遒  
0.44 | 0.38 0.39 0.41 0.45 0.48 0.49 0.36 0.45 0.51 0.51

青
0.42

淼
0.40 0.46 0.45 0.49 0.55 0.48 0.55 0.89 0,26 0.46

岩
0.37

手
0.43 0.43 0.48 0.53 0.50 0.36 0.50 0.67 .— .... ，0.43

宮 城  
0.43 j 0.37 0.41 0.43 0.50 . 0 . 4 8 0,54 0.61 0.64 0.33 0.51

秋
0.41

田
0.36 0.46 0.45 0.52 0.58 0.49 0.44 ；0.53 0.55 0,45

山
0.40

形
0.41 0.47 0.45 0.44 0.52 0.57 0.52 0.65 ; '一. 0.47

福
0.42

岛
0.37 0.46 0.47 0.50 0.51 0.45 0.48 . 0 , 4 3 . —

.ハ ：:'
0.31

； 茨 城  
0.42 | 0.36 0.46 0.47 ；0.53 0.52 0.45 0.29 0.5§ 1.00 0.3B

粝
0.48

木
0.41 0.47 0.45 0.49 0.49 0.54 0.49 0.55 0.86 0.50

群
0.43

馬
0.41 0.4B 0.46 0.51 0.50 0.48 0.68

> '. 

. 0 . 5 8 0.48 0.57

培 玉  
0.48 | 0.40 0.45 0.46 0.49 0.49 0.46 0,51 0.47 0.50 0.46

千 .
0.48

葉
0,48 0.43 0.48 0.59 0.57 0.55 :0.43 :、，0.56 0.65 0.44

東
0.61

京
0.39 0.40 0.41 0.47 0.46 0.49 0.50 0,45 0.52 0.44

神 奈 川  
0.41 | 0.38 0.39 0.43 0.50 0.48 0,48 0 .4 9、

ン._ .ゾ_:
,0.55 0.59 0.45

新
0.44

m
0,41 0.45 0,49 0,58 0.54 0.43 0.53 0.53 — 0.56

&
山
0.40 0.44 0.44 0.51 0.43 0.49 0.46 0.56 ■--- 0.56

石
0.52

川
0.44 0.47 0.45 0.55 0,52 0.48 0.36 0.70 0.48 0.57

福
0.52

井
0.45 0.47 0.48 0,51 0.49. 0.46 0.48 0.41 — 0.56

山 梨  
0.50 | 0.49 0.52 0.51 0.54 0.57 0,46 ； 0.64 0.40 0.42

野
0.45 0.49 0.53 0.53 0.60 0.49 0.4B 0.83 0.58 0.58

岐 阜  
0.50 | 0.42 0,47 0.50 . 0 . 5 8 0.51 0.63 0.64 0.68 - - 0,70

静
0.43

岡
0.40 0.48 0.49 0.50 0.49 0.48 0.55 0.46 0.52 0.50

就業搆造基本調査 ( 1 ) 8 千 円未満（2)  8 千R 〜;L 6千円

( 3 ) 1 6 千丹 2 0 千丹以下同様， 8 千R きざみ。
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家
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入
醫
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と
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こ
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き
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だ
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あ
る
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双
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趴
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ち
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表
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|

け

れ

ど

も

こ

の

総

収

入

は

、
.
有

業

者

の

増

W

の
結
果
得
ら
れ
た
顧
収
入
で 

，あ
る
か
ら
、
各
府
県
毎
に
総
取
入
増
大
と
、
：有
輩
増
大
が
併
か
し
て
い
る
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し
か
る
に
、
わ
れ
わ
れ
办
場
合
は
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賃

金

の

：低

い

地

域

め

家

計

：ほ
ど

"

：
ま
た
(i
i
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自
家
生
産
力
水
準
の
低
い
業
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家
計
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ど
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増
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す
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と
：い
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関
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た
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の
で
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る
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固
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得
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囊
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あ
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。
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あ
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率
が
異
な
っ
た
場
合
、
.

賃

金

率

が

低

け

れ

ば

低

い

ほ

ど

、
有

_

は

増
大

す

る 

と
い
.ぅ
、
前
述
の
推
論
に
基
づ
く
帰
結
.で
あ
る
。

.

•

:

両
者
を
組
合
わ
せ
て
、
そ
の
何
れ
の
.効
果
に
お
い
て
も
、
■賃
金
率
の
低
い
地 

域
で
は
'、
同
.

j

収
入
を
確
保
す
る
た
め
の
有
は
高
く
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

(-
)

:

統
計
資
料
‘，に
見
，ら
れ
る
変
動

就
^

*

造
基
本
調
査
に
ょ
り
、
各
都
道
府
県
別
、
同

一

収
入
^

^

の
有̂W

 

.と市
場
賃
金
率
の
変
動
を
相
関
せし
め
た
の
が
、
第
仪
図1〜

5

で
あ
る。

'

こ
め
図
で
三
つ
の
事
が
注
意
さ
れ
る
。
そ
の
一
..づ
と
し
て
毎
勤
統
計
変
動
が 

三
一
年
七
月
で
安
定
し
て
い
る
かど
ぅ
か
を
見

る

た

め

に

、

六
月
の
.賃

金

統

計 

と
比
較
し
て
お
い
た
。
大
き
な
変
動
は
見
ら
れ
ぬ
の
で
、

H

一
 

年
七
月
の
賃
金 

統
計
を
採
用
し
た
。
図
の
下
方
の
f

は
、
実
線
が
、；
総
収
入
八
〇
.〇
〇
円
未 

満
の
家
計
、
波
線
が
、
八
〇
〇
〇
円

〜

一
六
〇
〇
〇
円
未
滿
の
家
計
に
お
け
る 

平
均
有
i

で
あ
る
。

そ
の
ニ
は
、
こ
れ
ら
階
層
の
家
計
群
が
、
市
場
の
ど
の
層
の
：賃
金
率
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く 

影
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さ
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い
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か
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た
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金
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①
全
産
業
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⑤
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⑧ 

_

業
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っ
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す
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、
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全
産
業
日
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賃
金
、
⑤ 

製
造
業
日
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賃
金
、
の
五
つ
と
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せ
し
め
た
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と
で

'あ
る
。
第
K

因
で
は
何 
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も
、
有
業
率
と
賃
金
統
計
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明
瞭
な
逆
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関
関
係
の
存
往
を
示
し
て
い
る
が

、
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に
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4
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ま
っV

支
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ず
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給
与
と
の
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関
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高
い
。
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そ
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関
図
を
、
各
収
入
階
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毎
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が
第
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因
で
あ
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近
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。■.
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；
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。
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を
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れ
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。
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す
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ら
れ
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落
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(ィ) W ( w ) = l bd( w ) の条件が 

‘ 均衡賃金W*を決定する。

!
lp.家の

m
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r>L.....:_____v T rrr~ ~ J；— .
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(ハ） Wt ; A家計構成員の供給価格

) .W? B家計橫成 
負の供給価格 
を示すと共に 
B業主自家生 
產r-雇用者を 
需要する場合 
の最高需要価 
格を示す 
(支拂能力)
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賃
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賃
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収
入)

が
強
く
作
用
し
， 

.
て
い
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す
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計
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お
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甚
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有
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を
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賃
金
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関
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の
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が
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こ
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、
前
節
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で
の
賃
金
率
上
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で
，
あ
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す
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め
の®

的
な
統
計
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検
証
た
り
う
る
も
の
と
思
わ
れ
る
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す
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■

C
a
s
e

⑴
か
ら
⑷
ま
で
を
組
合
お
せ
る
と
、
A

業
主
家
計
構
成
員
は
自
己
の 

最
低
供
給
f

 
.

'W
#

(

ょ

り

高

い

賃
<

|

1

^痧

じ

て

、
_
雇

用

労

働

市

場

べ

虑

募

し

ょ
ぅ
と
ず
る
。
；
そ
の
量
を
フ
.；

：

：.

：

:

'

.

R

(

w

}
 
^

^

i

§

o

s

^
 

^

と

す

る0

ー
：
方«
:
業
主
は
そ
の
最
高
需
要
麗̂
-

ょ
：り
下
廻
る
賃
金
率
味
で

\

 

; 

• 

五
-
五

-:
(

五
五)



五

六

(

五
六)

爾
用
者
を
雇
用
し
よ.ぅ
と
す
る
。.：そ
：
.

の
査
.

を
次
の'
ょ
ぅ
.

^
-̂

ら
，わ
す
.。
：

,因
か
^
明
ら
が
な
ご̂
く
、1
1

(

匀)

ゆ
挪
に
対
し
て
遞
増
、
^(

豸)

：は
.遞
減
：
 

す
る
だ
ろ
ぅ.

(
通

常

の

と

需

要

と

性

質

ば

全

く

同

じ

で

あ

る

)

。
. 

.̂.
职
因
は
通
常
の
市
場
均
衡
霜
勝
立
過
程
の
因
式
で
本
る

；。
.:■
'.

.
な
る
点
で
最
低
均
衡
価 

袼
は
奶
均
衡
雇
用
量
は 

L

に
成
立
ず
る
。

(P
)

最
下
限
！^

に
：
 

関
す
る
現
実
：の
市
場
均 

衡
水
準
の
成
立
過
程.

以
下
の
推
論
は
、
低 

賃
金
労
働
者
群
の
大
部 

分
が
零
細
企
業
に
雇
用 

さ
れ
：
て
い
る'
と
：
い
ぅ
経 

験
的
事
実
を
基
に
し
て 

い
る
。

上 
-

I

場
均
衡
模
型 

で
、
最
低
賃
金
水
準
评 

に
応
じ
て
雇
用
市
場
に 

出
入
す
る
労
働
力
層
は

申
す
ま
で
も
な
く
、
家
族
従
業
者
と
し
て
末
端
の
自
家
労
働
に
従
事
す
る
が
、 

あ
る
い
は.
低
賃
金
で
雇
用
さ
れ
る
か
の
撰
択
に
お
い
て
、
.：；両
者
の
間
を
傲
動
す 

る

若

年

あ

る

い

■

は

婦-i
r

:

子̂

m

p

-f
e

-

る
。

：

:
「

い
ま
、
：'A
業

主

セ

代

表

さ

：れ

を

議

塞

数

が

：

答
ぁ
り
’，
B
業
主
で
代
表 

さ
れ
る
個
人
業
主
敫
が
；

g

で
あ
っ
た
と
す
る'0
均

衡

麗
|
は
.
'
'
.

3

.M
I

1(

W

)

=
E

C
W

)

を
成
立
せ
し
め
る 

点
で
定
ま
る
で
あ 

ろ

ぅ

？

ズ
■:
⑴

式
に
お
い

.

て
、'.
最
低
零
細
業 

.

.

主<
1の

数
が
1
5

か
.
. 

'

ら
\
に
増
ぇ
れ
ば 

:

当
然
賃
金
水
準'W 

に
応
ず
る
雇
用
労 

働
f

量
は
増
加 

し
、.
均
衡
f

\v 

の
水
準
は
落
ち 

，
る
。

第

⑶

因
は
こ 

の
間
の
事
情
を
図

第 X IV —1 図

” 2 ~ ~ ~  —
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金
給
与
で
と
ら
え
、
こ

れ

をw

i

' i

し
た
。
 

. 

換
言
ず
れ
ば
公
サ
^
ビ
太
業
女
子
雇
用
蕩
者
群
の
賃
金
を
最
低
水
準
と
み

:

.:

五
.

七

.
.
C

 

五
.

七)

: ::
:

示
し
た
も
の
で
あ
る
。
簡
举
化
の
た
め
、
需
要
侧
の
条
件
を
一
定
に
考
え 

「

零
細
業
主
の
相
対
的
に
多
く
存
在
す
る
場
合
に
は
、
賃
金
の
最
低
限
思
の 

水
準
も
ま
た̂

^

的
に
小
で
あ
る
。

」

こ
の̂

^

は
、
賃
金
の
.最
低
限
界
に
も
ま
た
地
域
格
差
が
あ
る
こ
と
を
示
唆 

し
て
い
る
。
以
下
地
域
別
に
上
記
推
論
の
妥
当
性
を
検
証
し
て

'
み
よ
う
。

' 

S
曲
線
一
定〕

、
零
細
業
主
規
模

<
!の

数
が
？

.とUA、C
>

?
)

の一一地
 

域
0

、
D

を
考
察
す
る

"
0

地
域
の
方
が
零
細
業
主
数
ゴ
が

0
地
域
よ
り
多
い 

か
ら
、
同
一
賃
金

W
に
芯
募
す
る
雇
用
労
働

§

量
は
0

地
域
の
方
が
大
き 

ぃ
。(

L
A°
L
i
v

こ
の
よ
う
に
し
て
、
最
下
限
賃
金
の
均
衡
水
準
は
、

0
地
域
で
は
\v

、
D

地 

域
で
は
W

の
水
準
と
な
る
だ
ろ
う
。

(

w
c*
v

5̂>

.

か
く
し
て
.「

賃
金
最
下
限
水
準
に

も
地
域
格
差
が
存
在
す

る」

と

い

うこと
' 

が
わ
か
る
。上

記
推
論
は
次
の

よ

う

な一つの
.1

を
.も

た
ら
す
。
.

ハ
：
賃
金
最
下
限
水
準
の
決
定
と
零
細
喜
業
主
群
の
変
動

(

統
計
的
確
認) 

前
節
の
論
議
で
は
、
零
細
業
主
群
が
相
対
的
に
大
な
る
地
域
で
は
、
賃
金
の 

最
下
限
も

ま

た低
い
こ
と
が推
論
さ
れ
た
。
そ
こ
で
、：

業
主
所
得
年
額
四
万
円' 

_

の

業

主

数

を

各

地

域

毎

に

と
り
、労
働
市
場
の
大
き
さ
でノ 
！

マ
ラ
イズ 

c
n
o
r
m
a
l
i
z
e
)

す
る
た

め
に
、
全
雇
用
労
働
者
数
で
割っ
て
、
次
の
指
標4

を
：
 

作
成
し
た
。
：

-I
B

i
f

r
.

賃
金
S '

取
下
限.

を
、
：
.

サ
丨
ビ：

ス
馨
用
労
働
者
規
模
：一
人
の
女
子
現 

、

賃
命
変
動
と
就
業
榴
造0



な
し
、
.そ
の
決
定
に
零
細
業
者
群
の
労
働
市
場
に
お
け
る
相
対
的
な
数
の
大
き 

さ
を
相
関
せ
し
め
た
。

第(

x n—

i)

：因
は
.縦
軸
に
.气

横

軸

に
\¥
|
'を

と

ス

た

相

関

図

で

、
'
き

わ

め 

て

高

い

逆

：相

関

證

、を

与

ぇ

て

“
る
。
：
こ
の
ょ
う
に
賃
金
格
差
の
最
低
限
界
水 

'
準
に
も
地
域
的
格
差
が
存
在
す
る
が
、
各
地
域
の
水
準 

.
は

上

述

：の

決

定
i

に
も
と'づ

い
.て

定

'ま

る

と

い

う

推 

論
を
、
統
計
資
料
に
も
と
づ
：い
て
確
認
.し
得
た
も
の
と 

思
わ
れ
る
。
 

•

.

試
み
に
、
*

3e

所

得

四

万

な

い

し

八

万

の

^

、
工

数

を 

と
っ
て
、
こ
れ
を

サ

ー

ビ
ス
業
一
入
畠
模
女
子
現
金
給 

与
と
相
関
を
と
れ
ば
、
か
な
り
相
関
度
は
悪
く
な
る
。 

こ
の
こ
と
は
、
，
賃
金
最
下
限
の
決
宠
に
業
主
所
得
四
万 

円
未
満
の
業
主
群
の
存
茌
が
強
く
影
響
し
て
い
る
と
い 

.
う
^

実
を
.示
す
も
の
で
あ
る
と
思.わ
れ
る
。
.
.

㈡

最
下
限
賃
金
水
準
と
零
細
業
主
所
得
水
準
の
関

，
 

係
に
つ
ぃ
て

.
前
節
ま
で
で
業
主
家
計
総
収
入
八
〇
〇
〇
円
未
雜
の 

階
層
で
は
各
地
域
の
市
場
賃
金
率
と
有
肇
の
関
係
が 

き
わ
'
め
て
低
い
相
関
度
を
示
す
こ
と
が̂
ら
れ
た
。 

j

方
こ
の
階
層
の
業
主
群
は
、
賃
金
最
下
限
グ
ル
ー 

プ
と
代
替
的
関
係
にあ
る
こ
と
も
前
項
で
確
か
め
ら
れ 

た
。.，
そ
こ
.
で
.、
こ■
の
業
主
家
計
の
有̂

を
縦
軸
に
と. 

り
、
サ
ー
ビ
ス
業
常
用
労
働
者
一
人
規
模
女
子
現
金
給 

与
を
横
軸.

に
と
っ
た
も
の
が
第^

.

园
で
ぁ
る
。

第 X V 図 3 2 年 3 月就業榴造基本調査

r= 0.924 (i%水淮で有意)
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非
農
林
業
八
千
円
未
満
業
主
家
§1
0

ヾ
 

有
業
#

一
人
当
り
収
入
■

干 E
.

I

第
十
二
表
は
八
〇
〇
〇
円 

_

の
世
帯
収
入
、
有,

.

と
右
欄
に
サI
ビ

ス

業

一

人
.

50

規
模
現
金
耠
与
を
記
載
し
て 

■̂

る
。第

取
因
は
明
ら
か
に
右
下 

45:

り
の
形
状
を
示
し
て
い
る
。

女
子
賃
金
率
の
高
いと
.

こ
ろ 

で
は
、
同
額
総
収
入
八
〇
〇 

40

〇
円
を
獲
得
す
る

た

め

.
の
家

図

. 

。
計
内
有

肇

は

低

く

、
.

賃

金

/I
:

水
準
の
低
い
と
こ
ろ
で
は
有'
 

X 

35a
-

は
高
い
。
こ
の
：こ
と
は
、

第' 

一

方

に

お

い

て

女

子

賃

金

.の 

:

高
い
地
域
で
は
、
業
主
所
得 

.
ギ

ぺ

(

経
営
規
模)

の

相

対

的

.
に 

大
な
る
業
主
群
が
多
い
と
い.

ぅ
推
論
と
整
合
的
で
あ
り、
.

.
乃
'

他
方
、
：有
業
形
態
と
し
て
は 

.

賃
金
率
の
高
い
地
域
ほ
ど
、

'

被
雇
用
奢
の
比
率
が
犬
で
あ
，

.

る
と
い
，ぅ

推

論

を

傍

証

す

る



も
の
で
あ
る0

•
.

実
際
に
、.
こ
の
案
生
群
の
一
人
当
り
収
入
額
と
サ
丨
ビ
ス
業
一
人
規
模
女
子

. 

貴
金
を
比
較
す
る
と
、
四
五
度
線
に
沿
っ
た
正
の
相
関
図
を
得
る
。
有
業
者
一 

人
当
り
収
入
と
女
子
賃
金
の
水
準
が
、
き
わ
め
て
よ
く
見
合
つ
て

い

る

こ

と

は
 

節
の
最
低
賃
金
決
定
霧
を
強
く
支
持
す
る
も
の
と
.い
え
よ
ぅ
。

第
-

因
に
お
い
て
ー
般
に
業
；芏
家
計
ー
人
当
り
収
入
.が
、
女
子
現
金
給
与
よ. 

り
幾
分
上
廻
っ
で
い
る
の
は
、
次
の
よ
ぅ
に
説
明
さ
れ
る
。
業
主
家
計
で
は
、 

槳
主
と
そ
の
他
他
帶
員
有
業
者
の
平
均
で
あ
る
か
ら
幾
分
過
大
に
評
価
さ
れ
た

. 

収
入
頟
で
あ
る
こ
と
、#

力
、.
女
子
現
金
給
与
に
は
、
実̂
^

与
が
含
ま
れ
て
、
 

い
な
い
の
で
、
逆
に
幾
分
過
少
に
評
価
さ
れ
て
い
る
こ
と
の
ニ
点
に
よ
っ
て
説

明
で
き
る
。

'

.

.

.

.

.

. 

r 

. 

■ 

■ 

- 

■

:

VI
結
. 

'語

こ
れ
ま
で
零
^

^

業
主
家
計
行
動
に
関
す
る
計
量
的
分
析
は
ほ
と

ん

ど

な 

さ
れ
な
か
っ
た
。
そ
の
最
太
の
原
因
は
、
_

當
業
至
家
1+

に
_

す
る
，資

斜

の

欠 

如
に
あ
ら
た
と
い
っ

V

過
言
で
ば
な
い。
.

サ
れ
ど
も
、
最
低
賃
金
制.の
問
題
が
わ
が
国
労
働
経
済
の
分
野
.に
現
実
に
登 

場
し
、
そ
の
波
及
効
果
で
理
論
的
展
開
と
統
計
的
検
証
が
強
く
要
請
さ
れ
て
い 

る
規
在
、、
賃
金̂

1
H

の
最
下
限
グ' 
ルー

プ
の
労
働
力
構
造
と
、
零^

2
2

営
業
主 

群
ぉ
ょ
.
ひ
家
族
従
業
者
群
の.構
造
を
明
ら
が
に
す
る.：こ
と
は
、
最
も
重
要
な
こ 

と
と
.
ぃ
ゎ
ね
ば
な
ら
な.ぃ
。
勤
労
者
家
計
に
関
す
る
賃
金
、
雇
用
構
造
資
料
に 

比
し
.
て>
v

幕
 1

業
主
家
計
囊
資
料
は
、
そ
の
数
に
お
い
て
極
端
に
少

'
な
く
、

ま
た
そ
の
質
的
内
容
に
お
い
て
信
頼
度
が
少
な
い
。
や
む
な
く
、
'
行
政
上
の
地 

域
別
に
集
計
さ
れ
た
ク
口
ス
セ
ク
シ
ョ
ン
資
料
の
使
用
を
佘
儀
な
く
さ
れ
た
。

ァJ

の
よ
う
に
条
件
の
悪
い
資
斜
の
観
測
で
は
あ
つ
た
が
、そ
の
.う

ち

に

も

多

く 

の
.
シ

ス

テ

マ

テ

ィ

ッ

ク

な

動

き

を

^-
察

す

る

こ

と

が

で
き
、
そ
の
構
造
的
®

足 

と
し
て
の
家
計
行
動M

0

#:
葙

を

推

論

す

る

こ

と
が
で
き
た
。

の
作
業 

と
し
て
は
よ
り
適
正
に
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
さ
れ
た
資
料
に
も
と
づ
い
て
、

業 

主
家
計
行
動
図
式
を
統
計
的
に
確
認
し
、
労
働
力
f

■

造
を
明
ら
かに
し

な
 

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
の
た
め
に
は

」

一
層
の
調
査
と
必
要
資
料
の
整
備
が
強
く 

要
望
さ
れ
る
。

本
稿
の
分
析
は
、
零
細
業
主
群
に
従
事
し
て
い
る
家
族
従
業
者
群
の
変
動
を 

積
極
的
に
市
場
賃
金
率
の
変
動
と
関
連
せ
し
め
た
点
に
特
微
が
あ
る
。
.い
い
か 

乞
れ
.ば
S
"
市
場
賃
金
率
の
変
動
は
就
議
造
を
変
容
せ
し
め
.る
と
い
う
こ
と
の 

統
計
的
確
認
で
あ
る
。
最
近
、
.労
働
力
調
査
臨
時
調
查
や
、
就

謹

造

基

本

調 

査
で
、.
現
職
湩
あ
る
い
は
.従
業
上
の
地
位
別
驚
現
就
業
の
継
続
希
望
意
識
の 

調
査
が
行
な
わ
れ
て
い
を
が
、
こ
の
意
識
調
査
か
ら
直
ち

.に
家
族
従
i

や
零 

細
業
主
群
に
関
す
る
転
用
可
能
労
働
力
を
算
定
す
る
の
は
危
険
で

あ
る
と
思
わ 

b

■る
。
わ
れ
わ
れ
の
分
析
結
果
は
：、
':

も
し
賃
金
構
造
の
変
革
が
あ
る
な
ら
*は
、 

就
業
構
造
も
変
動
す
る
機
構
の
存
冻
を
確
認
し
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。
意
識
調 

查
ば
遏
行
實
金
が
不
変
で
あ
る
ど
の
前
提
の
下
に
答
ぇ
ら
れ
た
結
果
の
集
計
で 

あ
る
に
す
考
な
い。

.

■:
•

■•
•

:

.

:

. 

'次
に
わ
枚
わ
办
の
扱: ?

た
資
料
は
地
域
別
デ
.丨
タ
で
あ
つ
た
づ
当
然
そ
こ
に

は
也
减
別
特
性
成
.介
在
し
て
い
を
と
い
わ
ね
ば
な
ら
な
い
。：

地
域
別
諸
特
性
の.

.
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賃
金
変
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と.就
業
櫛
造
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〔第十二表〕 世帯主が非農林業家骱• . . .  . 1 (世帯取入8QOO P9未锪)

世 帯 人 員 有 業 者 世帯収入
(千円

一人当り 

世帯职入
1

1 ' 人規模現命給与../ 
(サービス業；i

r 計 女

1 13 3.4 1.5 5.2 3.5 6.3 ..''......紅 :'
2 7 3.6 * 1.5 5.4 3.6 4.0 2.9
3 6- 3.5 1.3 5.3 4.1 5.0 3.1
4 9 3.5 1.5 5.1 3.4 3.7 . 2 . 8
5 6 3.2 1,3 5.3 4.1 4,8 3.7

6 9 3.5 1.4 5.6 4,0 3.2 2,5
7 12 3.3 1.4 5.2 3.7 3.9 2.5
8 11 3.3 1,4 . 5 . 3 3.8 * 5.0 3.1
9 . 10 2.9 1.4 5.2 3,7 4.6 3.1

10 12 B.0 1.B 5.3 4.1 4.6 3.7

11 8 2.7 1,3 5.4 4.2 4；8 3.8
12 11 2.9 1.4 5.2 3.7 4.4 3.3
13 20 1.8 1.1 5.6 5.1 6.0 4,6
14 6 2.7 1.1 5.5 5.0 6.0 4.5
15 12 3,2 1,4 5,4 . 3 . 9 5.2 3,8

16 5 2.7 1.4 5,2 3,7 5.5 4.0
17 3 2,5 1,3 5.1 3,9 5.0 3.5
18 4 2.7 1.4 5.5 3,9 4,9 3.5
19 5 3.1 1.3 5.3 4.1 4.1 8.1
20 9 2.8 1.3 5.4 4.2 5.9 4.0

21 9 2.6 1,3 5,1 3.9 4,8 ' 3.8
22 9 3.0 1.3 5,0 3.8 4.8 3.8
23 15 2.1 1.1 5.1 4.6 5.4 • 4.1
24 7 2.6 1,1 5.0 4.5 5.0 3.6
25 5 2.9 1.4 5,5 3.9 2,9 2*0

2 6 ' 9 2.1 1.2 5.1 4.3 5.4 4.0
27 12 2.2 1.1 4.9 4.4 6.4 4.6
28 14 2:9 1,3 5.2 4.0 6.3 4.3
29 3 2.4 1.2 5,2 4.4 6.2 5.1
30 6 2.3 1.2 4.8 4.0 4.8 3.9

31 4 2.5 1.4 5.1 4.3 4.4 3.3
32 8 2.4 1.4 4.9 3.5 4.7 3,2
33 11 2.6 1.4 4.8 B.4 5.5 3.9

. 34 10 3.0 1.3 5.1 3.6 5.2 3.5
35 7 2.9 1.3 5.0 3.8 5,1 3.6

36 7 3.2 1.3. 5,0 3.8 3.5 2,6
37 7 2.7 1.3 5.4 4.2 5.8 4.2
38 11 3.2 1.3 5.0 3.8 4.7 3.4
39 7 2.6 1.3 4.8 3.7 4.8 3,6
40 14 3.0 1.3 4.9 3.8 5,0 3,6

41 4 2.8 1,4 5.4 3.9 5.0 3.0
42 15 B.1 1.4 4.9 3.5 4.7 3.3
48 16 3.4 1.5 5.4 3.6 4.1 3,3
44 9 2.7 1.3 5.4 4.2 4.4 3.2
45 9 3.2 1.4 . 5.2 3.9 4.5 3.0
46 18 3.7 1.6 5.0 3.1 4.0 2.6
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く
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供

給
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構

の

変

動
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を
観
察
し
て
き
た
。
も
し
地
域
特
性
に
づ
い
て
ょ
:0

厳
密
な
デ
ー
：タ
コ
ン
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丨
ル
が
な
さ
れ
る
な
ら
ば
、
上
記
諸
結
果
は
ょ
り
鮮
明
な
動
き
を
示
す
で
あ
ろ
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. 

.

.

.

最
後
に
わ
が
国
労
働
力
構
造
の
'変
動
を
強
く
支
配
ず
る
層
と
し
て
こ
の
稿
で 

扱
っ
た
非
員
^

罾
ま
群
の
ほ
か
に
女
子
労
働
力0
1

;

と
、
農
称
業
主
家
計
の 

行
動
分
析
が
残
さ
れ
て
い
る.こ
と
に
留
意
し
て
お
く
。
こ
れ
ら
の
分
野
に
関
す 

る
分
析
は
：.

「

賃
金
変
動
と
就
霧
造㈡

J

で
と
り
あ
げ
る。
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